令和９年度　農業技術基礎研修実施要領
１　趣旨
　　この要領は農業技術基礎研修の実施に関し、必要な事項を定める。
２　目的
　　将来長野県内で就農を希望する者のうち、農業経験の少ない者を対象に、就農に必要な基礎的な農業技術（経営管理含む）の修得を図り、自身が目指す営農スタイルにあわせた自習度の高い研修を実施し、地域農業を担う人材育成を図る。
３　対象者

長野県内での就農を目指す者、地域おこし協力隊等で農業研修を予定（実施）している者、農業関連
企業の従業員、営農活動後間もない者等
４　研修受講要件
　(1) 長野県内で野菜・果樹・水田作等の栽培を予定する者、または現在栽培している者。
　(2) 面談日までの直近３年以内に農業大学校研修部等が実施する就農相談や就農体験研修等に参加していること。
　(3) 受講申し込みまでに、当研修部を訪問し面談及び施設見学を終了していること。

　(4) 原則として、受講申し込み時の年齢がおおむね18歳以上であること。

　(5) 運転免許（普通自動車）を取得していること（受講申し込み面接後の研修受講許可者で３月末まで
に取得予定の者を含む）。

５　研修期間

　　４月から翌年３月までの間とする。

　　ただし、校長が特に認める場合は、再受講を妨げない。

６　研修場所

　　長野県農業大学校　研修部
　　　住所　〒384-0807　長野県小諸市山浦4857-1、電話　0267-22-0214　FAX　0267-22-0241

　　　電子メール　nodaikomoro@pref.nagano.lg.jp
７　研修コース

　　野菜コース（ナス、トマト、ピーマン、ジャガイモ、ネギ等）
　　果樹コース（りんご、梨、桃、ぶどう、プルーン）
　　水田作コース（水稲、大豆）

（併用可）

８　研修内容
【必須項目】

(1) 自己ほ場での営農実習

ア　研修部職員の助言・指導の元、研修生自身の判断で栽培管理から販売まで行う実践的な実習

イ　水田20a程度、野菜畑（果菜類）パイプハウス１棟、野菜畑（葉洋菜）10ａ程度、果樹園（りんご・ぶどう）10ａ程度を貸与・・規模は別途検討
ウ　種苗、農機具、機械、農薬、肥料、出荷資材は研修部で用意するものを使用

エ　自己ほ場管理の生産物は、研修部の施設・資材を使用して生産された物であることから研修部に帰属する。ただし、研修生の自家消費分は除く。
(2) 共同作業実習（月１～２回程度、農業機械実技研修含む）

(3) 農薬・肥料の適正使用講座、農業経営概論、就農ガイダンス、
(4) 農機具及び農業機械の使用管理講座・実技研修
(5) 大型特殊（トラクター）免許取得

【選択項目】

(1) 作物（水稲・大豆）栽培論講座

(2) 野菜栽培論講座（ナス、トマト、ピーマン、ジャガイモ、ネギ）

(3) 果樹栽培論講座（りんご、梨、桃、ぶどう、プルーン）

(4) 農家研修（里親研修を希望する者、週２日程度、６月～11月まで）

(5) けん引免許取得、車両系建設機械（フォークリフト・バックフォー）・刈払機等の資格取得

９　募集人員

　　20名程度（研修受講の可否は書類審査及び面接により決定）

10　研修費用

(1) 受講料は2,000円/月（24,000円/年）

　(2) 教科書代、資格試験、及び先進農家研修往復のガソリン代、研修宿舎宿泊費等は自己負担
（3）農家研修謝金、外部講師謝金、実習材料費は県負担
（4）授業料は所定の期日に納入しなければならない。ただし、特別な事情がある場合には分納すること
ができる。
11　宿舎

(1) 世帯用宿舎（６世帯）、単身者用宿舎（19人分）
(2) 宿舎はワンルーム形式（キッチン・バス・トイレ・エアコン完備）「みまき寮」を無料で使用でき
る。ただし、共益費月3,000円と電気・水道・ガス、浄化槽使用料は実費負担。
12　研修受講申し込み及び研修受講の可否

　(1) 申込用紙　　　　　　　様式－基礎１号・基礎２号

　(2) 受付期間及び面接日　　別に定める
　(3) 申込先　　　　　　　　長野県農業大学校研修部

　(4) 研修受講の可否　　　　面接日から14日程度で受講の可否を通知
　(5) 研修受講誓約書　　　　様式－基礎３号
13　研修の中止
　　農業大学校長は、研修開始後に事故やけがの発生、不信行為、素行不良などの理由により研修を継続
することが困難であると認めた場合には、研修生に対して研修の中止を指示することができるものとする(様式４号)。

14　留意事項
(1) 当該研修は農水省の交付金制度新規就農者育成総合対策「就農準備資金」の対象外である。
(2) 当該研修は公共職業訓練ではない。

　(3) 研修終了後の就農に向けた農地・住宅のあっせんは行わない。
　(4) 本講座終了後に就農や新規就農里親農業研修を希望する場合には、別途研修生自身により就農希望
地の農業農村支援センターの就農コーディネーター、市町村等との就農相談が必要

15　その他

　　この要領に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。

